









































目から①自殺念慮あり、② K6 で 10 点以上＋死につ





Ｂ地区 19.0%、Ｃ地区 13.2%、Ｄ地区 18.5%、Ｅ地区
21.6%）が要フォーロー者であることが判明し、対象
地区全体の 6.2%（Ａ地区 5.1%、Ｂ地区 6.1%、Ｃ地区
10.2%、Ｄ地区 5.4%、Ｅ地区 7.8%）が相談を希望して
いた。
４.　研究の成果
　Raphael（1986，石丸訳 1989）は、災害等で住居を
失い、そこからの立ち退きに伴うストレス要因として
①人間の尊厳性の喪失と他者への依存、②不慣れで不
便な臨時の住居、③馴染みのない近隣と住まい、④近
隣関係と社会的ネットワークの喪失、⑤公共サービス
の欠如、⑥住居・住所の恒常性への不安、⑦復旧段階
での行政との軋轢、⑧接死・臨死体験、生き残り、悲
嘆など災害性心傷による持続的な精神ストレス、⑨被
災・立ち退きによる仕事、余暇、教育その他日常的な
生活の多様な変化、⑩上記のすべてに起因する持続的
または新たな家庭内の緊張を挙げている。これらは
被災による仮設住宅への居住状況に当てはまると思
われ、しかもそれらがより凝縮している状態（加藤，
1998）である。
　本研究結果は、調査票の回収及び分析終了時にあわ
せて、釜石市に報告し、各地区生活応援センター所属
保健師による地域精神保健活動の基礎資料として活用
された。
